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岸田文雄首相、
2021年12月6日
所信表明演説



過熱化する「台湾有事シミュレーション」
-「犠牲」「損失」として何が論じられていないか

（写真：yahooニュース）



CSIS(戦略国際問題研究所, 2023.1.9)
（写真：CSIS)





「戦後最も厳しく複雑な安全保障環境」(国家安全
保障戦略)に軍事的拡大だけで応答できるのか？

-日中の軍事費の差は日本の経済的停滞のために拡大
（左：読売新聞 右：第一生命研究所）



厳しい安全保障環境だからこそ、
対話・外交が重要
2022年11月米中首脳会談
（写真：朝日新聞）

: 台湾問題等について見解の相違
は厳然と存在し、折り合えない。
だからこそ対話で対立をコント
ロールする。



「われわれ一人一人が主体的に国を

守るという意識を持つことの大切さ

はウクライナの粘り強さがよく示し

ています」

-2022年12月16日岸田首相記者会見
(写真：産経新聞）

防衛費増額は国民の主体的な
選択だったのか？



「対米公約ではない」「数字ありきではない」
「主体的な選択である」

岸田文雄公式サイト（左）、共同通信社（右）



米国に生まれる新しい動き
ー軍事覇権主義への懐疑・批判



20年間の「テロとの戦い」の「コスト」
ブラウン大ワトソン国際・公共問題研究所「戦争のコスト」プロジェクト

(2011~)
（写真：ブラウン大学ワトソン国際公共問題研究所）



米国で高まるブロブ
(Blob: しみ・斑点)＝
ワシントンDCの外交
エリートへの怒り



新型コロナ危機で変わる安全保障観
ー「人間の安全保障」論の高まり

バーニー・サンダース上院議員

「パンデミックがアメリカに教えるのは
爆弾、ミサイル、ジェット戦闘機、戦
車、潜水艦、核弾頭、その他の大量破
壊兵器を製造することより、むしろ、
国民生活の向上こそが最大の安全保障
だということだ」（写真：Bernie 
Sanders Official Website)



2020年の国防予算7380億ドルは疾病管理予防センターの予算の
90倍
ー防衛費を10%削減し、感染症対策にあてることに57%が賛成。
反対の25%を大きく上回る。 (Data for Progress, 2020.7)



共和党議員の一部が主張する国防費の劇的な倍増
に賛成か？(Data for Progress, 2022.5)



日本の主体的な外交とは？
ーアジアの中の日本



ウクライナへの軍事侵攻を受け、ロシアに制裁
を課している国（青）(図：Peterson Institute for International Economics)



G20議長国インドネシア（2022), インド(2023)

「戦争を終わらせなければならない。世界を2つに分断
すべきではない。新たな冷戦に陥ってはならない」

（インドネシア, ジョコ大統領）
「大国間の対話を促進する」（インド, モディ首相）

インド

写真 左:日経新聞、右：読売新聞



アフガニスタン：忘れられている人道危機
- 2022年10月日本大使館が業務再開

アフガニスタン東部ジャララバードにつくられた「ナカムラ」広場（写真：毎日新聞）



日本外交の哲学とは

暴に対して暴を以て報いるのは、我々のやり方ではない。

水が善人・悪人を区別しないように、誰とでも協力し、世界がどうなろうと、
他所に逃れようのない人々が人間らしく生きられるよう、ここで力を尽くしま
す。内外で暗い争いが頻発する今でこそ、この灯りを絶やしてはならぬと思い
ます。

- 2001年3月タリバンによるバーミヤン大仏の破壊を受けて（写真 共同通信）


	スライド 1: いま日本の安全保障論に欠けているものは何か？ 
	スライド 2: 岸田文雄首相、2021年12月6日所信表明演説 
	スライド 3: 過熱化する「台湾有事シミュレーション」 -「犠牲」「損失」として何が論じられていないか       （写真：yahooニュース）
	スライド 4: CSIS(戦略国際問題研究所, 2023.1.9)        （写真：CSIS)
	スライド 5
	スライド 6: 「戦後最も厳しく複雑な安全保障環境」(国家安全   保障戦略)に軍事的拡大だけで応答できるのか？ -日中の軍事費の差は日本の経済的停滞のために拡大      （左：読売新聞　右：第一生命研究所）
	スライド 7: 厳しい安全保障環境だからこそ、対話・外交が重要 2022年11月米中首脳会談 （写真：朝日新聞）  : 台湾問題等について見解の相違は厳然と存在し、折り合えない。だからこそ対話で対立をコントロールする。
	スライド 8: 防衛費増額は国民の主体的な選択だったのか？
	スライド 9: 「対米公約ではない」「数字ありきではない」 「主体的な選択である」 
	スライド 10: 米国に生まれる新しい動き ー軍事覇権主義への懐疑・批判 
	スライド 11: 20年間の「テロとの戦い」の「コスト」 ブラウン大ワトソン国際・公共問題研究所「戦争のコスト」プロジェクト            (2011~)      （写真：ブラウン大学ワトソン国際公共問題研究所）
	スライド 12: 米国で高まるブロブ(Blob: しみ・斑点)＝ワシントンDCの外交エリートへの怒り
	スライド 13: 新型コロナ危機で変わる安全保障観 ー「人間の安全保障」論の高まり
	スライド 14:  2020年の国防予算7380億ドルは疾病管理予防センターの予算の90倍 ー防衛費を10%削減し、感染症対策にあてることに57%が賛成。 　反対の25%を大きく上回る。  (Data for Progress, 2020.7)
	スライド 15:  共和党議員の一部が主張する国防費の劇的な倍増に賛成か？(Data for Progress, 2022.5) 
	スライド 16: 日本の主体的な外交とは？ ーアジアの中の日本
	スライド 17:   ウクライナへの軍事侵攻を受け、ロシアに制裁を課している国（青）(図：Peterson Institute for International Economics)   
	スライド 18:  G20議長国インドネシア（2022), インド(2023)  「戦争を終わらせなければならない。世界を2つに分断 　すべきではない。新たな冷戦に陥ってはならない」（インドネシア, ジョコ大統領） 「大国間の対話を促進する」（インド, モディ首相）
	スライド 19: アフガニスタン：忘れられている人道危機 - 2022年10月 日本大使館が業務再開
	スライド 20: 日本外交の哲学とは

